
《届出について》 
Ｑ１．工場立地法の「敷地面積」とは，どのようなものをいうのですか。 
Ａ．工場立地法の「敷地面積」は，「一の団地内における敷地面積」をいい，工場等の用に

供する土地の全面積をいいます。所有地だけでなく，借地の場合も，敷地面積に含めます。

また，当面用途不明のまま将来の予備として確保している土地も含まれます。 
Ｑ２．「一の団地」とは，どのような場合をいうのですか。 
Ａ．「一の団地」とは，連続した一区画内の土地をいいます。したがって，道路，河川，鉄

道等により二分されている場合は，通常は一の団地ではありません。しかし，その工場自

体のために設けた私道等により分断されている場合，又は道路，鉄道等により分断されて

はいるが，生産工程上，環境保全上若しくは管理運営上極めて密接な関係があり一体をな

している場合は，一の団地とします。 
Ｑ３．道路を隔てて従業員の駐車場がありますが，工場の敷地になるのでしょうか。 
Ａ．道路により分断されているため，連続した一区画内の土地ではありませんが，片側１

車線程度の道路を挟んで，従業員駐車場がある場合は，管理運営上極めて密接な関係があ

り一体をなしていると思われます。したがって，２つの敷地は１つの工場敷地と考えます。

（中央分離帯のある幅が広い道路の場合は，一体と考えない場合もあります。） 
Ｑ４．工場立地法の「建築面積」は，どのように計算するのですか。 
Ａ．工場立地法の建築面積とは，工場や事務棟などの建築物の水平投影面積をいい，建築

基準法で用いる建築面積と同じになります。 
Ｑ５．「届出が受理された日から９０日を経過した後でなければ新設又は変更をしてはなら

ない」ということですが，どういう行為が制限されるのですか。 
Ａ．「新設の届出」と「変更の届出」とを分けて考えます。「新設の届出」の場合は，埋立

工事や造成工事を開始するとき，埋立や造成がないときは建築物・生産施設・緑地・環境

施設の設置工事を開始するときです。「変更の届出」の場合は，変更のための工事を開始す

るとき，工事を伴わないで製品変更するときは機械等の設置・改造・移動等を開始すると

き，敷地面積のみを変更するときは土地の移転登記（移転登記を伴わない場合は契約）を

するときです。 
Ｑ６．９０日の実施制限期間が，短縮できるのはどのような場合ですか。 
Ａ．原則として，準則（生産施設面積率，緑地面積率，環境施設面積率，環境施設の配置

等の基準）に適合している場合に短縮を認めています。最も短くて３０日に実施制限期間

を短縮することができます。 
Ｑ７．工場の一部を子会社化する予定ですが，届出は必要ですか。 
Ａ．別々の主体となりますので届出が必要です。親会社は変更届（敷地，生産施設等の減

少）を，子会社は特定工場の規模に達する場合は新設届を提出してください。 
Ｑ８．親会社が設置する工場を子会社が賃借して機械を設置する場合，どちらが届出をす

べきですか。 



Ａ．工場用の建築物を建設しても機械装置を設置しない限り工場の新設とはなりません。

したがって，機械を設置する子会社が，機械の設置のための工事に着手する９０日前まで

に届け出ることとなります。 
 
《準則について》 
■生産施設■ 
Ｑ９．工場立地法の「生産施設」とは，どのようなものをいうのですか。 
Ａ．「生産施設」とは，（ア）製造工程等を形成する機械又は装置が設置されている建築物

（工場建屋）と，（イ）製造工程等を形成する機械又は装置で建築物の外に設置されるもの

（屋外プラント）の２つをいいます。したがって，製造工程等を形成する機械又は装置が

ない倉庫や事務棟は，生産施設とはなりません。また，物品の製造工程を形成する機械及

び装置とは，原材料に最初の加工を行う工程から出荷段階前の最終の製品が出来上がるま

での工程のうち直接製造・加工を行う工程を形成する機械又は装置及びこれらに付帯する

用役施設（受変電施設又は用水施設を除く。）をいいます。 
Ｑ１０．研究棟は，「生産施設」となりますか。 
Ａ．試作品等を研究する施設は，原則として生産施設とはなりません。ただし，試作のた

めの施設の規模や性能等からみて実稼動プラントに移行する可能性のある場合や，試作品

等を販売する場合は生産施設とします。 
Ｑ１１．倉庫で材料の加工・組み立て業務も行う場合，「生産施設」となりますか。 
Ａ．当該業務が最終の製品に至るまでの生産工程の一環であれば，倉庫であっても生産施

設とみなします。 
 
■緑地■ 
Ｑ１２．工場立地法の「緑地」とは，どのようなものをいうのですか。 
Ａ．工場立地法では，樹木が生育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって，

工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するもの又は 低木又は芝その他の

地被植物（除草等の手入れがなされているものに限る。）で表面 が被われている土地又は

建築物屋上等緑化施設を，「緑地」としています。 
Ｑ１３．コケや雑草でも緑地として認められますか。 
Ａ．地面が被われた状態になるものなら緑地の種類は問いません。ただし，雑草地を緑地

とする場合は，植生，美観等の観点から良好な状態に維持管理されている場合に限り認め

られます。 
Ｑ１４．駐車場を緑化したら，緑地として認められますか。 
Ａ．車両１台分のスペースの５０％以上が緑化されている屋外の駐車場については，芝等

を保護するために設置したブロックやレンガ等の面積を含めて，緑地の面積とします。な

お，５０％未満の緑化の場合は，緑地部分があっても，工場立地法上の緑地面積にはしま



せん。 
Ｑ１５．壁面を緑化する場合，どのように緑地面積を測定しますか。 
Ａ．緑化しようとする部分の水平延長に１メートルを乗じた面積を緑地面積とします。た

だし，壁面の緑地が平面の緑地の中にある場合，または平面の緑地に接している場合は，

壁面の緑地部分は緑地面積に算入することはできません。 
Ｑ１６．重複緑地は，どの程度まで「緑地」として認められるのですか。 
Ａ．重複緑地とは，緑地の中で，（ア）「緑地以外の環境施設」以外の施設と重複する土地

（パイプの下の芝生，駐車場の緑地等）と，（イ）建築物屋上等緑化施設（屋上の緑地，壁

面の緑地等），の２つをいいます。工場立地法の「緑地」として認められるのは，当該工場

敷地にある緑地面積の４分の１までです。（平成２９年４月１日から緑地面積の２分の１ま

でとなりました。）なお，これを超える重複緑地は，「環境施設」としてカウントすること

ができます。 
Ｑ１７．既存工場が生産施設を減少させる場合，緑地も減少させて良いですか。 
Ａ．既存工場の緩和措置は段階的に準則を満たせるようにするための措置です。したがっ

て，既存の緑地面積を減少させる等，既に存在する状態を悪化させるような行為は原則と

してできないこととなっています。 
Ｑ１８．既存工場が敷地を増加させる場合，緑地の設置義務はどうなりますか。 
Ａ．既存工場の場合，その後の生産施設の変更を行なう時に準則上必要な緑地を，原則と

して当該変更に係る生産施設の運転開始時までに設置することとなっています。したがっ

て，敷地の増加に伴って緑地の設置義務が生じるものではありません。 
 
■緑地以外の環境施設■ 
Ｑ１９．工場立地法の「緑地以外の環境施設」とは，どのようなものをいうのですか。 
Ａ．工場立地法の「環境施設」とは，規則で定められた施設（修景施設，屋外運動場，広

場，屋内運動施設，教養文化施設，雨水浸透施設，太陽光発電施設等）のうち，周辺地域

の生活環境の保持に寄与するものをいいます。「周辺地域の生活環境の保持に寄与する」と

は，オープンスペースで美観の面で公園的に整備されている場合や，一般の利用に供して

いる場合，災害時の避難場所になっている場合などをいいます。駐車場は環境施設とは認

められません。 
Ｑ２０．雨水浸透施設は，どのような場合に環境施設となるのですか。 
Ａ．雨水浸透施設は，設置することにより周辺地域の生活環境の保持に寄与する場合に，

工場立地法の「環境施設」としています。具体的には，雨水が溢れるような地域にある工

場が，自社からの雨水流出を抑制するために雨水浸透施設を設置する場合などを対象にし

ています。 
Ｑ２１．駐車場を透水性舗装にした場合，環境施設（雨水浸透施設）とできますか。 
Ａ．駐車場や歩道を透水性舗装にする場合，環境施設として認められる場合があります。



ただし，生産工程に関係する施設と重複するトラックの駐車場等の場合は環境施設として

認められません。 
Ｑ２２．敷地の周辺部とはどのような範囲ですか。 
Ａ．環境施設のうち，敷地面積の１５％以上を敷地の周辺部に設置することとなっていま

す。周辺部とは，敷地の境界線から対面する境界線までの距離の１／５程度の距離だけ内

側に入った点を結んだ線と境界線との間に形成される部分をいい，一般的には，敷地外周

ラインを縮小した形でラインを描くことができますが，敷地形状が複雑な場合は，個別に

お問い合わせください。 
 
 １／５        １／５ 
 
               １／５ 
 
 
 
               １／５ 
 
■特例について■ 
Q２３．緑地面積及び環境施設面積の基準について，対象地域と敷地面積に対する割合はど

のようになりますか？ 
Ａ． 

対象地域 緑地の面積の敷地面積に

対する割合 
環境施設の面積の敷地面

積に対する割合（緑地を含

む） 
工業専用地域、工業地

域，及び用途地域の定め

のない地域 

５％ １０％ 

準工業地域 １０％ １５％ 
上記以外の地域 ２０％ ２５％ 

 
Q２４．緑地面積及び環境施設面積の基準についての特例は，対象地域とそれ以外の地域に

工場敷地がまたがる場合にも適用されますか？適用される場合，その範囲はどのようにな

りますか？ 
Ａ．工場敷地面積に占める対象地域の面積割合が２分の１を超える場合，工場敷地全体に

ついて，変更後の割合が適用されます。 


